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社会福祉法人　市川町社会福祉協議会 令和 4年 3月31日 現在

１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし。

(2)固定資産の減価償却の方法

定額法によっている。

(3)引当金の計上基準

退職給付引当金－職員の退職給付に備え、期末退職金要支給額（個人掛金累計額を控除）を計上している。

３．重要な会計方針の変更

該当なし。

４．法人で採用する退職給付制度

社会福祉法人市川町社会福祉協議会「職員給与規定」の規定により支給している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

(2)事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）

 当法人では、事業区分が社会福祉事業のみのため、作成を省略。

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

(4)収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

 当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

　ア　法人運営事業拠点（社会福祉事業）

法人運営事業

　イ　共同募金配分金事業（社会福祉事業）

共同募金運営事業

　ウ　善意銀行運営事業（社会福祉事業）

善意銀行運営事業

　エ　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営事業（社会福祉事業）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営事業

　オ　地域福祉事業（社会福祉事業）

心配ごと相談所事業

生活福祉資金貸付事業

母子金庫運営事業

準保護支援事業

善意の福祉機器貸出事業

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業

給食ｻｰﾋﾞｽ運営事業

介護予防事業

　カ　町受託事業（社会福祉事業）

福祉タクシー事業

家族介護用品支給事業

寝具類洗濯乾燥消毒事業

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業

身障訪問入浴介護事業

地域支え合い推進事業

　キ　介護保険等事業（社会福祉事業）

居宅介護支援事業

訪問介護事業

訪問入浴介護事業

　ク　障害者福祉ｻｰﾋﾞｽ事業（社会福祉事業）

障害者相談支援事業

障害者訪問介護事業

計算書類に対する注記（法人全体用）



６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

国庫補助金等特別積立金取崩額　　416,240円

８．担保に供している資産

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

［貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要］

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

［貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要］

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

（単位：円）

種類 法人等の 住所 資産総額 事業の 議決権の 取引の 取引金額 科目 期末残高

名称 内容 所有割合 役員の 事業上 内容

又は職業 兼務等 の関係

該当なし

◇取引条件及び取引条件の決定方針等

該当なし。

１３．重要な偶発債務

該当なし。

１４．重要な後発事象

該当なし。

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし。

以　上

合　　　　計 0 0 0

関係内容

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

該当なし

該当なし 0

合　　　　計 0 0 0

合　　　　計 22,201,040 19,436,312 2,764,728

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

車輌運搬具 17,821,502 15,967,283 1,854,219

器具及び備品 1,180,738 1,180,728 10

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 3,198,800 2,288,301 910,499

定期預金 2,000,000 2,000,000

合　　　　計 2,000,000 0 0 2,000,000

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高


